
大井川用水地区の事業の効用に関する説明資料

1.地区の概要
(1) 地 域 ： 静岡県島田市、焼津市、掛川市、藤枝市、袋井市、御前崎市、菊川市、

牧之原市、榛原郡吉田町（８市１町）

(2) 受 益 面 積 ： ７，４５０ha

(3) 事 業 目 的 ： 用水改良

(4) 主要工事計画 ： 頭首工１箇所、調整池５箇所、用水路改修29.8km、

末端用水路74.2km

(5) 国 営 事 業 費 ： ５６,５００百万円

(6) 工 期 ： 平成１１年度～平成２８年度

2.総費用総便益比の算定

（１）総費用総便益比の総括 （単位：千円）

区 分 算定式 数 値

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 130,999,894

当該事業による整備費用 ② 67,034,761

その他費用（関連事業費＋資産価額＋再整備費） ③ 63,965,133

評価期間（当該事業の工事期間＋４０年） ④ 58年

総便益額（現在価値化） ⑤ 182,849,425

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.39

（２）総費用の総括 （単位：千円）

区 施 設 名 事業着工 当該事業費 関連事業費 評価期間 評価期間 総費用

分 （又は工種） 時点の における 終了時点の

資産価額 予防保全費 資産価額 ⑥＝①＋②＋

① ② ③ ・再整備費 ⑤ ③＋④－⑤

④

当 川口取水工 935,327 212,223 － 28,123 43,850 1,131,823

該 菊川頭首工 138,513 353,489 － － 10,296 481,706

事 栃山頭首工 － 2,419,242 － － 34,225 2,385,017

業

計 16,756,425 67,034,761 － 8,119,826 5,389,764 86,521,248

そ 神座１号水路 261,698 － － 717,675 34,202 945,171

の 神座分水工 26,935 － － 73,865 3,520 97,280

他 土地総相賀用水路網 24,657 － － 11,342 1,000 34,999

計 21,926,311 0 14,035,061 10,701,553 2,184,279 44,478,646

合 計 38,682,736 67,034,761 14,035,061 18,821,379 7,574,043 130,999,894

※主な施設を事例として示す。その他の施設も含めた詳細については「大井川用水地区の事業の

効用に関する詳細」を参照



（３）年総効果額の総括 （単位：千円）

区 分 年総効果額 効 果 の 要 因

効果項目

食料の安定供給に関する効果

作 物 生 産 効 果 5,175,123 用水施設の整備を実施した場合と実施しなかった

場合での作物生産量が増減する効果

品 質 向 上 効 果 38,592 用水施設の整備を実施した場合と実施しなかった

場合での生産物の価格が維持、向上する効果

営農経費節減効果 △243,967 用水施設の整備を実施した場合と実施しなかった

場合での営農経費が増減する効果

維持管理費節減効果 △243,328 用水施設の整備を実施した場合と実施しなかった

場合での施設の維持管理費が増減する効果

農村の振興に関する効果

地 域 用 水 効 果 17,786 用水施設の整備を実施した場合と実施しなかった

場合での地域用水を利用する経費が節減する効果

多面的機能の発揮に関する効果

景観・環境保全効果 153,146 用水施設の整備にあたり、周辺の景観や環境との

調和に配慮した設計・構造を合わせもった施設と

して整備することで発揮する効果

計 4,897,352



（４）総便益額算出表 （単位：千円）％

評 年 割引率 経 作物生産効果 割引後

価 度 （１＋割引率） 過 更新分 新設及び機能向上分に係 計 効果額

期 t 年 に係る る効果 合 計 備考

間 (t) 効果 （千円）

年効果額 年効 効果 年発生 年効果額 同左

（千円） 果額 発生 効果額 （千円） 割引後

① ② ③ 割合 ⑤＝ ⑥＝ ⑦＝

④ ③×④ ②＋⑤ ⑥÷①

１ H11 0.5775 1 4,627,760 547,363 0 0 4,627,760 8,013,783

２ H12 0.6006 2 4,627,760 547,363 0 0 4,627,760 7,705,561

３ H13 0.6246 3 4,627,760 547,363 0 0 4,627,760 7,409,193

４ H14 0.6496 4 4,627,760 547,363 0 0 4,627,760 7,124,224

５ H15 0.6756 5 4,627,760 547,363 0 0 4,627,760 6,850,215

６ H16 0.7026 6 4,627,760 547,363 0 0 4,627,760 6,586,745

７ H17 0.7307 7 4,627,760 547,363 0 0 4,627,760 6,333,409

８ H18 0.7599 8 4,627,760 547,363 0 0 4,627,760 6,089,816

９ H19 0.7903 9 4,627,760 547,363 0 0 4,627,760 5,855,593

10 H20 0.8219 10 4,627,760 547,363 0 0 4,627,760 5,630,378

11 H21 0.8548 11 4,627,760 547,363 0 0 4,627,760 5,413,825

12 H22 0.8890 12 4,627,760 547,363 0 0 4,627,760 5,205,601

13 H23 0.9246 13 4,627,760 547,363 0 0 4,627,760 5,005,385

14 H24 0.9615 14 4,627,760 547,363 0 0 4,627,760 4,812,870

15 H25 1.0000 15 4,627,760 547,363 0 0 4,627,760 4,627,760 評価年

16 H26 1.0400 16 4,627,760 547,363 0 0 4,627,760 4,449,769

17 H27 1.0816 17 4,627,760 547,363 0 0 4,627,760 4,278,624

18 H28 1.1249 18 4,627,760 547,363 0 0 4,627,760 4,114,062

58 H68 5.4005 58 4,627,760 547,363 100 547,363 5,175,123 958,268

合計（総便益額） 196,566,747 182,849,425

※経過年は評価年からの年数。

※作物生産効果額を事例として示す。その他の効果も含めた詳細については「大井川用水地区の

事業の効用に関する詳細」を参照



3.効果額の算定方法

（１）作物生産効果

○効果の考え方

事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）の作物生産量

の比較により年効果額を算定した。

○対象作物

水稲、大豆、小麦、きゅうり、トマト、いちご、メロン、温室メロン、ねぎ、レタス、キャベ

ツ、たまねぎ、だいこん、にんじん、かんしょ、ばれいしょ、さといも、ソルガム、加工米、ト

ルコキキョウ、きく

○年効果額算定式

年効果額＝単収増加年効果額※１＋作付増減年効果額※２

※１ 単収増加年効果額＝作付面積×（事業ありせば単収－事業なかりせば単収）×単価×

単収増加の純益率

※２ 作付増減年効果額＝（事業ありせば作付面積－事業なかりせば作付面積）×単収×

単価×作付増減の純益率

○年効果額の算定

作 作付面積 単収 生 産 生産 増 加 純

新設 効果発生 効果要因 事業なか 事業あり 効果算定 物単 益 年効果額

物 ・ 現況 計画 面 積 りせば せば単収 対象単収 増減量 価 粗収益 率

更新 ① 単収 ② ③＝①×② ④ ⑤＝③×④ ⑥ ⑦＝⑤×⑥

名 ÷100

ha ha ha kg/10a kg/10a kg/10a ｔ 千円/ｔ 千円 ％ 千円

更

3,598 3,598 3,598 水管理改良効果 520 232 10,361.1 264 2,735,330 77 2,106,204

水 新

117 117 117 水管理改良効果 510 232 326.4 264 86,170 77 66,351

新 3,165 3,165 △9 作付増減 520 △47.3 264 △12,487 0 0

稲

設 117 117 117 水管理改良 510 10 11.7 264 3,089 77 2,379

△0 作付増減 510 520 △2.1 264 △554 0 0

計 2,174,934

大 更 134 134 134 湿潤かんがい効果 111 103 10.5 240 2,520 73 1,840

新 4 4 4 湿潤かんがい効果 103 103 0.0 240 0 73 0

新

豆 設 118 122 5 作付増減 111 5.0 240 1,200 0 0

総計 10,634 11,305 10,991,181 5,175,123

※主な作物を事例として示す。その他の作物も含めた詳細については「大井川用水地区の事業の

効用に関する詳細」を参照



【新設】

・作付面積：受益面積の変動分を、国営大井川用水土地改良事業（変更）計画書の作物別面

積割合をベースに按分して算定。

・単 収：国営大井川用水土地改良事業（変更）計画書に基づく。

【更新】

・作付面積：受益面積の変動分を、国営大井川用水土地改良事業（変更）計画書の作物別面

積割合をベースに按分して算定。

・単 収：国営大井川用水土地改良事業（変更）計画書に基づく。

静岡農林水産統計年報に基づく。

【共通】

・生産物単価：農林水産統計等による最近5ヶ年の販売価格に消費者物価指数を反映した価

格。

メロンについては、浜松市中央卸売市場及び東京中央卸売市場日報を使用し

た。

・純益率 ：「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」による標準値等

を使用した。

・小数点以下を四捨五入していることから、増加粗収益等の記載値は計算結果と合わない場

合がある。



（２）品質向上効果

○効果の考え方

事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）の生産物価

格の比較により年効果額を算定した。

○対象作物

かんしょ、だいこん、トマト、きく

○効果算定式

年効果額 ＝ 効果対象数量 × 単価向上額

○年効果額の算定

作物名 効果 効果対象数量 生産物単価 単価向上額 年効果額

機能維 機能向 事業な 現況 事業あ 事業な 事業あ 現況－ 事業あ 計

持 上 かりせ りせば かりせ りせば 事業な りせば

ば ば－現 －現況 かりせ －現況

況 ば

① ② ③ ④ ⑤ ⑥=④-③ ⑦=⑤-④ ⑧=①×⑥ ⑨=②×⑦ ⑩=⑧+⑨

ｔ ｔ 千円/t 千円/t 千円/t 千円/t 千円/t 千円/t 千円/t 千円/t

かんし 湿潤か 1,108 - 113 117 117 4 - 4,432 - 4,432

ょ んがい

だいこ 湿潤か 170 - 61 65 65 4 - 680 - 680

ん んがい

トマト 湿潤か 694 - 316 322 322 6 - 4,164 - 4,164

んがい

きく 湿潤か 4,886 - 40 46 46 6 - 29,316 - 29,316

んがい

合計 38,592 38,592

【更新】

・効果対象数量：「事業なかりせば」のものでの数量

・生産物単価 ：「現況単価」は農業物価統計調査から静岡県の作物別単価をH13～H17年の

平均から算定した値を消費者物価指数で、H24年度単価に換算したものを

用いた。きくについては、別途調査結果を基に、農家受取価格を算定した。

「なかりせば単価」は、他地区における営農実証試験結果等により、品質

向上率を算定し、現況単価に品質向上率を割り戻して算定した。



（３）営農経費節減効果

○効果の考え方

事業を実施した場合(事業ありせば)と実施しなかった場合(事業なかりせば)の労働費、機械経

費、その他の生産資材費について比較し、それらの営農経費の増減から年効果額を算定した。

○対象作物

水稲、大豆、きゅうり、トマト、いちご、メロン、温室メロン、ねぎ、レタス、キャベツ、た

まねぎ、だいこん、にんじん、かんしょ、ばれいしょ、さといも、ソルガム、加工米、トルコキ

キョウ、きく

○年効果額算定式

年効果額 ＝（事業なかりせば単位面積当り営農経費 － 事業ありせば単位面積当り営農経費）

× 効果発生面積

○年効果額の算定

算定例：水稲（用水改良：水管理作業に要する経費の増減）

大豆(田)（用水改良：水管理作業に要する経費の増減）

大豆(畑)（用水改良：水管理作業に要する経費の増減）

ha当たり営農経費 ha当たり 効果発生 年効果額

新設 更新 経費節減額 面積

作物名 現況 計画 事業なかりせば 事業ありせば ⑤=(①－②) ⑥ ⑦＝⑤×⑥

（事業なかりせば） （事業ありせば） 営 農 経 費 営 農 経 費 ＋

① ② ③ ④ (③－④)

円 円 円 円 円 ha 千円

水稲 566,794 595,054 △28,260 3,598 △101,668

（用水改良）

大豆(田) 157,234 204,334 △47,100 134 △6,311

（用水改良）

大豆(畑) 157,234 188,634 △31,400 20 △637

（用水改良）

合計 △243,967

※主な作物を事例として示す。その他の作物も含めた詳細については「大井川用水地区の事業の

効用に関する詳細」を参照

【更新】

・事業なかりせば営農経費：国営大井川用水土地改良事業（変更）計画書を基に、「土地改

良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」に示す支出

済費用換算係数により補正した。

・事業ありせば営農経費 ：国営大井川用水土地改良事業（変更）計画書を基に、「土地改

良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」に示す支出

済費用換算係数により補正した。

・効果発生面積 ：受益面積の変動分を、国営大井川用水土地改良事業（変更）計

画書の作物別面積割合をベースに按分して算定。



（４）維持管理費節減効果

○効果の考え方

事業を実施した場合(事業ありせば)と実施しなかった場合(事業なかりせば)を比較し、維持管

理費の増減をもって年効果額を算定した。

○対象施設

川口取水口頭首工、栃山頭首工、菊川頭首工等本事業による新設・改修施設

本事業地区内の県営・団体営造成用水施設

○効果算定式

年効果額 ＝ 事業なかりせば維持管理費 － 事業ありせば維持管理費

○年効果額の算定

事業なかりせば維持管理費 事業ありせば維持管理費 年効果額 備 考

① ② ③＝①－②

千円 千円 千円 現況維持管理費

101,059 347,836 △243,328 521,841千円

・事業なかりせば維持管理費（①）：国営大井川用水土地改良事業（変更）計画書を基に、

「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数につ

いて」に示す支出済費用換算係数により補正している。

・事業ありせば維持管理費 （②）：国営大井川土地改良事業（変更）計画書を基に、「土
地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」
に示す支出済費用換算係数により補正している。

・小水力発電施設の維持管理費 ：施設計画に基づき「人件費、修繕費、水利使用料、諸
費」を積み上げ、売電収入を差し引いた額を計上した。

※本事業の実施により節減が見込まれる維持管理費は、現況と計画の差の174,005千円
現況－計画（事業ありせば）＝521,841千円－347,836千円＝174,005千円（節減額）



（５）地域用水効果

○効果の考え方

事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）を比較し、

地域用水を利用する経費の増減により年効果額を算定した。

○対象施設

用水路等

○効果算定式

年効果額 ＝ 事業なかりせば想定される地域用水の利用経費

－ 事業ありせば想定される地域用水の利用経費

○年効果額の算定

防火用水効果

年効果額 ＝ （事業なかりせば地域集落等の防火水槽等の想定増加数

×１か所当たりの建設費）× 還元率

区分 事業なかりせば １か所当たり 還元率 年効果額

想定増加数 建設費

① ② ③ ④＝①×②×③

か所 千円 千円

更新設備 102 3,453 0.0505 17,786

・事業なかりせば想定増加数（①）：現在、消防水利施設に位置付けられている施設を消防施

設に代替えした場合の施設数を算定した。

・１か所当たりの建設費 （②）：近傍地区の防火水槽の建設費を基に算定した。

・還元率 (③）：施設が有している総効果額を耐用年数期間における年効

果額に換算するための係数



（６）景観・環境保全効果

○効果の考え方

景観や自然環境が保全、創造される効果で、市場で扱われていない価値であるため、地域住

民等にWTP(Willingness To Pay：支払意志額）を尋ねることで、その価値を直接的に評価する

手法であるCVM（Contingent Valuation Method：仮想市場法）により効果を算定した。

○対象施設

地域用水環境整備計画に基づく親水景観施設

○効果算定式

年効果額 ＝ 一戸当たりの支払意志額 × 受益範囲世帯数 ×｛Ｃ１/（Ｃ１＋Ｃ２）｝

ただし、

Ｃ１：景観・環境保全施設の資本還元額のうち当該土地改良事業分

Ｃ２：景観・環境保全施設の資本還元額のうちその他事業分

○年効果額の算定

土地改良 CVMによる 景観・環境 当該土地改良 その他事業の 当該土地改良

施設名 効果額 保全施設の 事業の資本 資本還元額 事業における

資本還元額 還元額 効果額

① ②＝③＋④ ③ ④ ⑤＝①×(③/②)

神座1号水路等 176,129 15,770,194 13,974,272 1,795,922 153,146



4.評価に使用した資料

【共通】

・農林水産省農村振興局企画部土地改良企画課・事業計画課(監修)(2007)「新たな土地改良の効

果算定マニュアル」大成出版社（平成20年3月31日一部改正、平成21年3月31日一部改正、平成

26年3月27日一部改正）

・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成19年3月28日農林水産省農村振

興局企画部長通知（平成26年3月27日一部改正））

・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数等について（平成26年3月27日付け農村振興局

整備部土地改良企画課課長補佐（事業効果班）事務連絡）

【費用】

・当該事業費及び関連事業費に係る一般に公表されていない緒元については、関東農政局大井川

用水農業水利事業所調べ（平成25年）

【便益】

・関東農政局「国営大井川用水土地改良事業変更計画書」

・関東農政局静岡農政事務所（平成20～24年）「静岡農林水産統計年報」

・浜松市中央卸売市場市場日報、東京中央卸売市場市場日報

・効果算定に必要な各種緒元については、関東農政局大井川用水農業水利事業所調べ（平成25年）


















































